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メガバンクは、化⽯燃料セクターの顧客に対する不⼗分な審査、及び信頼性を⽋くガバナンスにより、財務リスクに晒され
ている
現状、多くの競合他社と⽐べ、より⼤きなリスクに晒されているにも関わらず、適切な⽅針がなく、その他のリスク管理策
も講じられていない

要旨および主な提言

メガバンクは、顧客の移⾏計画について明確な要件を設定することで、これらのリスクを管理しなければならない
メガバンクが化⽯燃料関連のすべての顧客に対して、1.5℃⽬標に整合した信頼性ある移⾏計画を求める期限を設定するこ
と、また顧客がこの期待に応えられない場合は明確な対応措置を適⽤することを、投資家は確実にするべきである

メガバンクは、顧客の移⾏計画の評価についてさらなる情報開⽰を求める投資家の声を聞き⼊れていない
重要な投票結果を無視すれば、投資家からの圧⼒が⾼まる可能性がある。メガバンクとその投資家が直⾯している気候関連
の財務リスクへのエクスポージャーが増加していることを踏まえればなおさらである

メガバンクが直⾯しているシステミックな課題を考慮すると、取締役を監査する機能は実効性あるものでなければならない
メガバンクの監査委員会は、取締役が職責を遂⾏していることを確認する責任がある。これらの委員会は、様々なリスク管
理策（気候関連リスクを含むがそれに限定されない）を取締役がどのように監督しているかについて監査した結果の根拠を
開⽰しなければならない

����ご意⾒をお聞かせください

https://form.jotform.com/Market_Forces/feedback-investor-brief-megabanks


免責事項

投資の助⾔でないこと：この⽂書によるコミュニケーション、あるいはこの⽂書に関連してなされる⼝頭でのコミュニケーションは、情報
の提供のみを⽬的とするものであり、⾦融商品取引法の適⽤における、有価証券の価値の分析に基づく投資の助⾔⼜は投資判断の推奨を意
図したものではなく、そのように解釈されてはなりません。

共同議決権⾏使でないこと：この⽂書によるコミュニケーション、あるいはこの⽂書に関連してなされる⼝頭でのコミュニケーションは、
⾦融商品取引法、外国為替及び外国貿易法の適⽤における、議決権その他の株主権を共同して⾏使することの合意⼜は同意、その取得のた
めの申し込み若しくは承諾を意図したものではなく、そのように解釈されてはなりません。疑義をさけるためにさらに強調すれば、それぞ
れの株主は、議決権その他の株主権を、⾃らの判断に基づき独⽴に⾏使するものであり、議決権その他の株主権の⾏使の結果が両株主の協
議と異なる場合においても、相⼿⽅に対する協議の違反により責任が⽣じるといったことはありません。

議決権代理⾏使の勧誘でないこと：この⽂書によるコミュニケーション、あるいはこの⽂書に関連してなされる⼝頭でのコミュニケーショ
ンは、⾦融商品取引法、外国為替及び外国貿易法の適⽤における、議決権の代理⾏使の勧誘を意図したものではなく、そのように解釈され
てはなりません。この⽂書の発信⼈である株主は、株主総会における議決権の代理⾏使の委任を勧誘するものではなく、いかなる他の株主
からの議決権その他の株主権を代理⼈として⾏使することを受任することはありません。

⼀次情報及び企業による分析の代替でないこと：この⽂章による分析は、各企業による独⾃の分析及び情報開⽰の代替を意図したものでは
なく、そのように解釈されてはなりません。この⽂書は、当該企業が直⾯する重⼤な気候関連リスクについて投資家に理解を促すことを⽬
的としており、各企業が⾃らの責任において将来を⾒据えた詳細な分析を実施し、これらのリスクへの対応状況を明らかにすることを奨励
するものです。





リスクの種類

債務不履行リスク
欧州の銀行に関する調査では、化石燃料資産への多大なエクスポージャーがある銀行は、気温上昇が1.5℃に抑えられた場合、損失をカバーできるだ
けの純資産額を持たないリスクに晒される可能性を指摘している。金融専門家は近年、メガバンクに日本企業の不正会計を検知する能力があるの
か、疑問を呈している。

評判リスク

メガバンクは世界の投資家や市場の期待に応えておらず、海外の競合他社に劣後しているのに加え、ホスト国の地域社会においてソーシャルライセ
ンス（社会的営業許可）を失いつつある（例：石油・ガス企業のサントス社に対する融資に関連して、「伝統的所有者」である豪州ティウィ諸島の
先住民族がメガバンクに対して苦情を申し立てている）。評判が悪化すれば、有望な投資家、顧客、従業員を惹きつけられないなど、ビジネスにお
ける競争力を失うことにもつながりかねない。

法規制リスク

メガバンクが化石燃料の拡大に対するファイナンスを継続することにより、2050年までのポートフォリオ排出ネットゼロという自らの気候公約を果
たせなかった場合、誤解を招く主張、あるいは虚偽の主張、市場の情報開示規制、広告基準、契約違反など、法規制上のグリーンウォッシュである
と申し立てを受けるリスクがある。短期的な政策転換（例えば米国の場合は今後4年間）に続き、将来的には脱炭素化に向けた大きな転換が生じるこ
とで、長期的な投資が座礁するリスクがある。

物理的リスク メガバンクは、台風や山火事、洪水といった異常気象による信用損失のリスクに加え、気温上昇や海面上昇などのその他の物理的リスクにも晒され
ている。メガバンクのシナリオ分析はこれらのリスクを十分に反映していない。

マクロ経済リスク
金融規制当局の最近のシナリオによると、「各国が決定する貢献（NDC）」の現在の目標に基づくと、日本のGDPは現在から2050年までの間に約952
兆円（9.2兆米ドル）の損失を被る可能性がある。一方、ネットゼロシナリオでは、2050年までに日本のGDPに年間1,300億米ドルのプラスの影響がも
たらされる可能性がある。

化石燃料へのエクスポージャーは、気候関連の財務リスクを増大させ、
システミック・リスクをもたらす

https://www.europarl.europa.eu/RegData/etudes/STUD/2022/699532/IPOL_STU(2022)699532_EN.pdf
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUB14ANV0U4A210C2000000/
https://www.abc.net.au/news/2023-04-04/tiwi-islands-human-rights-complaint-bank-santos-barossa-gas/102184122
https://ieefa.org/resources/japans-largest-lng-buyers-have-surplus-problem
https://aigcc.net/climate-damage-and-physical-impacts-likely-to-wipe-out-usd-9-2-trillion-from-japans-economy-if-current-global-policy-trajectories-continue/
https://aigcc.net/climate-damage-and-physical-impacts-likely-to-wipe-out-usd-9-2-trillion-from-japans-economy-if-current-global-policy-trajectories-continue/
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メガバンクが抱える化石燃料セクターへの多大なエクスポージャー：
7,920億米ドルを投入 

出典:��「化⽯燃料ファイナンス報告書�(Banking�On�Climate�Chaos�2024)」

パリ協定以降（2016～2023年）化石燃料セクターに最多の資金提供を行った金融機関トップ12（Dirty Dozen）
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LNG拡大に対するメガバンクの資金提供が急増
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メガバンクが抱える新規ガス火力への多大なエクスポージャー
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メガバンクの方針における比較

現行の方針 方針の強化が必要な点

油田・ガス田（上流） 油田・ガス田の新規開発、または拡張へのファイナンスを行わないことを公約する

LNGインフラ LNG輸出入ターミナルを含む、LNGインフラへのファイナンスを行わないことを公約する

ガス火力発電（下流） ガス火力発電の新規開発、または拡張へのファイナンスを行わないことを公約する

一般炭（企業向け） 一般炭採掘部門を拡大している企業へのファイナンスを行わないことを公約する

原料炭 既存炭鉱の拡張を含む、原料炭炭鉱の拡張あるいは新規開発へのプロジェクト・ファイナンスを行わ
ないことを公約する

信頼性ある移行計画の要件 信頼性ある気候移行計画 を策定していない化石燃料企業に対して、新規ファイナンスを今後提供しな
いことを公約する

実効性のない気候リスク管理方針

詳細は2024年11⽉投資家向け説明資料を参照。

1.5℃目標に整合 不整合 部分的に整合

https://investorbriefings.marketforces.org.au/link/728843/




「（金融機関は、）ポートフォリオ企業のビジネスモデルをパリ協定に沿ったものにするためのエンゲージメント戦略を、期限付きの1.5℃移
行計画の導入及び公表を通じて策定すべきである」

投資家主導の移⾏計画のフレームワークは、企業の排出ネットゼロへの整合について明確なガイドラインを設定している。

実体経済の脱炭素化に向けて、銀行が顧客の気候移行計画に対する明確
な要件を設定するよう、投資家は求めている

顧客の気候移⾏計画の要件を⽰すことで、銀⾏は⾃らの気候公約を果たすことができるが、それは信頼性ある内容である場合に限られる

「2050年までの排出ネットゼロの経路、並びに気温上昇を1.5℃に抑えることに整合して、既存の資産やオペレーション、ビジネスモデル全体
を転換するための企業の計画を、投資家は理解することを期待している」

銀行の脱炭素化戦略で非常に重要となるのは、石炭、石油、ガスの拡張に関与する企業を含む「（気候目標に）整合しない化石燃料事業から
のファイナンス撤退に関する明確な基準」を設定し、開示することである

https://transitionpathwayinitiative.org/publications/uploads/2023-net-zero-banking-assessment-framework
https://sciencebasedtargets.org/resources/files/Financial-Sector-Science-Based-Targets-Guidance.pdf
https://igcc.org.au/wp-content/uploads/2023/09/Final-transition-plan-joint-investor-statement.pdf?utm_campaign=IGCC%20Policy%202023&utm_medium=email&_hsmi=273304346&_hsenc=p2ANqtz--YfT3XF9GEf35DkrCOz6IkygLGd1BOeBWfcHGGl7_oaO3b-1szjLw6KGTJThrRqSLRbDhZms3otPUCCaUlZdu3YdMUc05Ih8Ns5gmT5wt8ja_jxV8&utm_content=273304346&utm_source=hs_email


2050年までにポートフォリオ排出ネットゼロを達成するという公約を果たし、⾼排出セクターの顧客に関連する財務リスクを管理するた
めに、銀⾏は以下を⾏う必要がある

国際的なベストプラクティスに基づき、化石燃料セクターのすべての顧客の移行計画について、パリ協定との整合性を評価するための信頼性あるフレ
ームワークを実施・開示すること。以下の点を評価し、顧客に求めること。

1.5℃経路との整合性 資本的支出の配分と整合

化石燃料からの移行を後押しするため、化石燃料セクターの顧客が信頼性ある移行計画を策定しなければならない期限について、明確に求める。

化石燃料セクターの顧客エンゲージメントの実効性を確保し、ポートフォリオの管理された段階的縮小を促進させるため、設定された期限までに、
パリ協定に沿った信頼性ある気候移行計画（CTP）を持たない化石燃料企業に対して、新規資金提供、あるいはファイナンスの更新を行わないこと
を公約する。

排出削減を達成するためにカーボンオフセットやネガティブ・
エミッション技術に過度に依存しないこと

短期、中期、長期のスコープ1、2、3の温室効果ガス
排出削減目標

投資家グループによる信頼性ある気候移行計画の要件



メガバンクのアプローチでは、顧客の移⾏計画がパリ協定に整合しているかどうかを評価できておらず、⼤規模な化⽯燃料拡張計画を進め
る企業への資⾦提供を銀⾏が却下する可能性は極めて低い。
CTPの期待事項に関連した銀⾏の最新の開⽰は、主に3つの点において極めて重要な詳細を⽋いている。

顧客の移行計画の評価に用いられる不適切なアプローチ

顧客に信頼性ある移行計画の策定を求めていない
メガバンクは、顧客の移行計画について評価する項目の例を挙げているに過ぎず、そのいずれも要件ではない。
MUFG とみずほは、電力、石油・ガス、その他の高排出セクターの顧客を「パリ協定と整合した目標を設定している、あるいは目標達成が確実である」といったいくつかのレベル
に分類しているが、「パリ協定に整合した」が何を意味するかは不明瞭である。また、顧客はこれらのレベルに達していなくても、銀行から資金提供を受けることができる。

明確な期限がない
メガバンクは、顧客に対し、信頼性ある移行計画の策定期限を設定していな
い。

ファイナンスの判断に与える影響が不明
日本のメガバンク３社は、化石燃料セクターへの多大なエクスポージャーがあるに
もかかわらず、海外の競合する銀行と異なり、パリ協定と整合した移行計画を特定
の期限までに策定しない化石燃料企業に対して、新規資金提供やファイナンスの更
新を停止することを公約していない。

メガバンクは「トランジション・パスウェイ・イニシアチブ（TPI）」の以下の項⽬に関する評価で不適合

ファイナンス条件と収益の整合、脱炭素化戦略
銀行は、ファイナンス条件や契約条項が確実に履行されるように講じる措置（監視リストの作成、融資の支払い停止、リスク加重の価格インセンティブなど）を開示
しているか。（5.1.1.aを条件とする）

https://www.mufg.jp/dam/csr/report/progress/climate2024_en.pdf
https://www.mizuhogroup.com/binaries/content/assets/pdf/mizuhoglobal/sustainability/overview/report/climate_nature_report_2024.pdf
https://www.transitionpathwayinitiative.org/banks/mitsubishi-ufj-fg-mufg


競合他社に後れをとる日本のメガバンク

世界の競合他社はCTPに関して明確に基準を定め、MUFG、みずほ、SMBCより大きく先行している。

豪州コモンウェルス銀行は2024年8月、パリ協定と整合する移行計画を持たない石油・ガス、原料炭採掘、石炭火力発電事業を進める顧客に対する資金提供を
今後行わないことを決定したと発表した。

この方針の発表後、同行は豪州の石油・ガス会社であるサントス社のリファイナンス取引に参加していない。対照的に、日本のメガバンク3社はいずれもサン
トス社への融資契約を更新した。

総資産額で世界第40位の同行は、顧客の移行計画についてパリ協定との整合性をどのように評価するかを開示。石炭、石油、ガスのポートフォリオの一部に対
してこの評価を実施し、パリ協定と整合したCTPを策定していない顧客への融資と引受を「実現可能な限り早く」停止することを約束した。

総資産額で世界第30位の同行は、対前年比での生産量の削減計画がない石油・ガス企業にファイナンスを行わないことを表明した。

総資産額で世界第45位の同行は、石炭、石油、ガス企業が当該セクターから撤退するための科学に基づく勧告に整合した戦略を公開している場合に限り、これ
らの企業への資金提供を行うことを表明した。

同行は、 「2021年12月31日までに開発が承認されたもの以降」、石油・ガスの供給を拡大しないことを約束した企業でなければ、「移行を進めている」とは
みなさないと明確に表明した。

https://www.commbank.com.au/content/dam/commbank-assets/investors/docs/results/fy24/CBA-2024-Climate-Report.pdf
https://www.spglobal.com/marketintelligence/en/news-insights/research/the-worlds-largest-banks-by-assets-2024
https://www.spglobal.com/marketintelligence/en/news-insights/research/the-worlds-largest-banks-by-assets-2024
https://investors.natwestgroup.com/~/media/Files/R/RBS-IR-V2/results-center/18022022/2021-climate-related-disclosure-report.pdf
https://www.spglobal.com/marketintelligence/en/news-insights/research/the-worlds-largest-banks-by-assets-2024
https://www.spglobal.com/marketintelligence/en/news-insights/research/the-worlds-largest-banks-by-assets-2024
https://presse.creditmutuelalliancefederale.fr/wp-content/uploads/2023/04/Press-release-Credit-Mutuel-Alliance-Federale.pdf
https://www.spglobal.com/marketintelligence/en/news-insights/research/the-worlds-largest-banks-by-assets-2024
https://www.spglobal.com/marketintelligence/en/news-insights/research/the-worlds-largest-banks-by-assets-2024
https://presse.creditmutuelalliancefederale.fr/wp-content/uploads/2023/04/Press-release-Credit-Mutuel-Alliance-Federale.pdf
https://presse.creditmutuelalliancefederale.fr/wp-content/uploads/2023/04/Press-release-Credit-Mutuel-Alliance-Federale.pdf
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信頼性ある移行計画を策定していない企業に資金提供を行っている事例：
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バロッサガス
事業の認可

2023年9月
日本のメガバンク3
社、8億5,000万米
ドルの債券に関与

パプアLNG事業が対象に2024年10月
日本のメガバンク3社、ダー
ウィンLNGプロジェクトを

「延命する」ための、8億米
ドルの追加融資に関与。

豪州の銀行はこの融資に参加
していない

ピッカ石油
開発事業

バロッサガス
事業

パプアLNG
事業

2020年11月
MUFGとSMBC、バロッサ
ガス田に関連する10億米

ドルの融資に参加

予想される排出量 = 稼働期間にわたる販売製品の燃焼による排出量

サントス社への資⾦提供や引受を継続することで、銀⾏は⾃らの気候公約と完全に⽭盾する、資本集約的な⽯油・ガス拡⼤戦略を積極的に
後押しすることになる。こうしたプロジェクトは、⼀度認可されてファイナンスが実⾏されれば、融資の返済に伴い銀⾏の貸付エクスポー
ジャーが減少しても、その後数⼗年にわたり排出が⾼⽌まりする可能性がある。

2022年9月
日本のメガバンク3社、
12億5,000万米ドルの法

人向け融資に参加

2024年9月
日本のメガバンク3

社、8億5,000万米ド
ルのリファイナンス

に関与

https://www.santos.com/barossa/
https://www.santos.com/barossa/


JERAの提案

JERAはガス事業を拡⼤し、⽯炭⽕⼒発電所を延命している。

JERAは、⽯炭・ガス事業から段階的に撤退するための期限
を定めておらず、⽇本で炭素排出量が最多の企業である
（2023年度：159�MtCO2）。同社は、国内事業における
2035年排出削減⽬標をわずか60%削減（2013年⽐）と設
定。1.5℃⽬標に整合する経路では、同年までに先進国の電
⼒セクターで排出ネットゼロを達成し、完全な脱炭素化が求
められるにも関わらずである。

S&Pグローバルによると、公共サービス事業（発電を含む）
は海⾯上昇や⼲ばつなどの気候変動の物理的な影響を最も受
けやすく、脆弱なセクターである。気温上昇が1.5℃を超え
る世界では、公共サービス事業を担う企業であるJERAの資
産は重⼤な物理的リスクにさらされることになる。しかし同
社はこのリスクについて明確な管理計画を持っていない。計
画の⽋如により、JERAに資⾦を提供しているメガバンクは
潜在的な信⽤リスクを抱えていると⾔える。

信頼性ある移行計画を策定していない企業に資金提供を行っている事
例：JERA

石炭火力発電所とさまざまな種類のアンモニア混焼によるライフサイクル
排出量の比較 [単位：gCO2-eq/メガジュール(低位)]

出典：⾃然エネルギー財団

https://www.jera.co.jp/en/sustainability/data/e
https://www.jera.co.jp/en/sustainability/ccb2023
https://iea.blob.core.windows.net/assets/140a0470-5b90-4922-a0e9-838b3ac6918c/WorldEnergyOutlook2024.pdf
https://www.spglobal.com/market-intelligence/en/news-insights/articles/2021/9/utilities-face-greatest-threat-as-climate-risks-intensify-66613890
https://www.renewable-ei.org/activities/column/REupdate/20231129.php


South Korea Japan

Bangladesh

BAROSSA

Santos

メガバンクの顧客がガス
依存を推進：排出量及び
ソブリンリスクが増加

メガバンクは、アジアにおける再⽣可能エネルギー
への移⾏を遅らせ、バングラデシュのような国を環
境を汚染する⾼価なガスに依存させようとする企業
に、資⾦提供を⾏っている。

アジアはガス⽕⼒発電とインフラ事業の成⻑市場と
して積極的に開発が進められており、世界全体で計
画されている新規ガス発電事業の63％は、アジアに
位置する。

不安定で⾼価なLNG市場を避け、エネルギー安全保
障を⾼めようとする国々が政策を変更すれば、ガス
のインフラ開発事業者やそうした事業への資⾦提供
者はソブリンリスク（債務不履⾏リスク）を抱える
ことになる。

Vietnam

Gas/LNG power plant

ブラウズLNG

三井物産

海洋ガス⽥

ライフタイム排出量：

637MtCO2-e

スカボローガス田

ウッドサイド社、JERA、
住友商事

ライフタイム排出量：

1,129MtCO2-e

ビータルー

東海岸ガス・ネットワーク

Offshore gas field

LNG export terminal

Onshore gas field

Gas pipeline

JERAはバロッサガス
⽥とスカボローガス⽥
から天然ガスを⼊⼿
し、同社も関与する新
規ガス発電事業が⾏わ
れるアジアの新興国に
天然ガスを輸出する計

画がある。

JERA

APA社

ダーウィンLNG

JERA

ライフタイム排出量：

637MtCO2-e

サントス社
パプアLNG

ライフタイム排出量：

260MtCO2-e

LNG import terminal

ライフタイム排出量：

260MtCO2-e

バロッサガス田

JERA、サントス社

LNG発電事業と輸⼊ターミ
ナル

三井物産、JERA、
GEベルノバ

LNG発電事業と輸⼊ターミ
ナル

三菱商事、JERA、
住友商事

https://globalenergymonitor.org/report/proposed-expansion-of-gas-power-in-asia-poses-climate-economic-risks/


バングラデシュ：2024年初頭、バングラデシュだけで41基もの
LNG⽕⼒発電所の新設が計画されており、メガバンクの顧客である
JERAと三菱商事が深く関与していた。

2024年7⽉のアワミ連盟政権崩壊を受け、暫定政府は委員会を設置
してこれらのプロジェクトの⾒直しを⾏っており、コストが⾒直し
の重要な要因の⼀つとなっている。バングラデシュはスポット市場
価格でLNGを購⼊する余裕がなく、計画停電も⾏われている。

費⽤のかさむLNGプロジェクトを新興国に押し付ければ、座礁資産
リスクやソブリンリスクにつながる可能性がある。

メガバンクの顧客は政策変更により
座礁資産リスクに直面する

https://fossilfreechattogram.com/wp-content/uploads/2024/11/Bangladesh-LNG-Report-2024-English-Full-Report.pdf
https://gasoutlook.com/analysis/bangladeshi-state-run-petrobangla-scraps-lng-deals-sources/
https://www.argusmedia.com/en/news-and-insights/latest-market-news/2628637-bangladesh-s-spot-lng-purchases-spike-on-power-demand


ベトナム：メガバンクの顧客であるJERA、住友商事、三菱商事
は、ベトナムのLNG発電プロジェクトに⼤きく関与している。

ベトナムは最近、LNG価格の変動に対する懸念を認識し、輸⼊
LNGを燃料とする電⼒の販売価格に上限を設定した。

ロイター通信によれば、「2024年のLNGの価格上限は、百万英国
熱量単位（mmBtu）あたり12.9792⽶ドルであるが（中略）、ア
ジアにおけるLNGの平均スポット価格は2021年以降、それより
も⾼くなる傾向にあり、年間ベースで14〜34⽶ドル/mmBtuで
推移している。新型コロナウイルス感染症とロシア・ウクライナ
戦争により、LNG価格が記録的な⾼値に達し、発電所の開発事業
者は価格上限に神経をとがらせている。」�

この価格上限は、⾼いLNGコストが電⼒販売の利益を⾷いつぶし
てしまうことで、プロジェクトの採算性に疑問を投げかけてい
る。

メガバンクの顧客は政策変更により
座礁資産リスクに直面する

Image�source:�Abai2k,�CC�BY-SA�3.0�via�Wikimedia�Commons

https://www.reuters.com/business/energy/vietnams-lng-price-cap-puts-gas-fired-power-target-risk-2024-08-01/
https://www.reuters.com/business/energy/vietnams-lng-price-cap-puts-gas-fired-power-target-risk-2024-08-01/
http://creativecommons.org/licenses/by-sa/3.0/


メガバンクは投資家の声を無視：株主から相当数の反対を受けるも進展
乏しい

2024年の定時株主総会で信頼性ある移⾏計画に関する株主
提案が株主の相当数の⽀持を得たにもかかわらず、
SMBC、みずほ、MUFGは、実質的には当該アプローチを改
善していない。

同提案は20%近く、あるいはそれ以上の⽀持を得た。英国
コーポレート・ガバナンス・コードでは、決議案における
取締役会の勧告に対して株主の20％以上の反対票が投じら
れた場合、会社はその背景にある理由を理解し、それに対
処するためにどのような措置を取るかを公に説明しなけれ
ばならない旨を記載。

豪州ウエストパック銀⾏では、2023年の株主総会から翌年
の株主総会までの間に実質的な進展がみられなかったこと
を受け、CTPの提案に対する株主の賛成票が58％増加し
た。

銀行 パリ協定に整合した移行計画に関
する株主総会決議の賛成票 日付

SMBC 24.2% 2024年6月

みずほ 22% 2024年6月

MUFG 18.4% 2024年6月

ウェストパック 21.6% ➞ 34.2% 2023年12月 ➞ 
2024年12月

日本の銀行と豪州の銀行における信頼性あるCTPの開示に対する株主の賛成票

https://media.frc.org.uk/documents/UK_Corporate_Governance_Code_2018.pdf
https://media.frc.org.uk/documents/UK_Corporate_Governance_Code_2018.pdf
https://investorbriefings.marketforces.org.au/link/143132/25/
https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100TZ67.pdf?sv=2020-08-04&st=2024-07-02T23%3A32%3A08Z&se=2029-07-02T15%3A00%3A00Z&sr=b&sp=rl&sig=ojdozwhpm5ayfjR0DqQt%2FrLBwkfgFp9BWy2d4NuAtCQ%3D
https://www.mizuhogroup.com/binaries/content/assets/pdf/mizuhoglobal/investors/financial-information/stock-information/extra22_eng.pdf
https://www.mufg.jp/dam/ir/stock/meeting/pdf/exerciseofvotingrights2406_en.pdf
https://www.mufg.jp/dam/ir/stock/meeting/pdf/exerciseofvotingrights2406_en.pdf
https://yourir.info/resources/af4e3362f19eeecc/announcements/wbc.asx/2A1494578/WBC_2023_Annual_General_Meeting_Results.pdf
https://www.westpac.com.au/content/dam/public/wbc/documents/pdf/aw/ic/wbc-agm-results-2024.pdf




監査委員会はリスク管理を監督する法的義務を負う

⽇本の法律*では、監査委員会はリスク管
理を含む取締役及び執⾏役の職務執⾏を
監査しなければならないことが定められ
ている。

監査委員会は、取締役によるリスク管理
策の監督が有効に機能しているか監査
し、その論拠とともに結果を株主に開⽰
することを保証する責任を負う。

*会社法�第404条2項（1）

株主

取締役

執行役

監査委員会

監査グループ

     信用 流動性 市場      オペレーション      

社内のリスク管理策
戦略 | 方針 | 手続き

監査の報告

監査の計画

気候変動 IT 評判 法律

etc.

etc.



リスク管理＆内部統制 コンプライアンス 内部監査

外部監査/会計監査
グローバル・ガバナンス/子会社の経営

［みずほ/SMBC］
経営計画の監視/

重点戦略［みずほ］

人的資本の強化
［みずほ］

財務報告

監査委員会にリスク管理の履行の適切性を評価する責任があることは、
メガバンクの開示に明記

みずほ、�SMBC、��MUFGの開⽰情報に基づく監査委員会の監査項⽬ 

https://www.mizuho-fg.co.jp/investors/financial/report/yuho_202403/pdf/fg_fy.pdf
https://www.smfg.co.jp/investor/financial/yuho/2024_pdf/2024_fy_fg.pdf
https://www.mufg.jp/dam/ir/report/security_report/pdf/yu_mufg24.pdf


MUFG
* MUFGは、指名委員会等設置会社を選択しており、任意委
員会として、リスク委員会、米国リスク委員会を備える

本田 桂子  取締役, 監査委員会委員 (社外取締役)
加藤 薰  取締役, 監査委員会委員 (社外取締役)
辻 幸一  取締役, 監査委員会委員長 (社外取締役)
宮永 憲一  取締役, 監査委員会委員長 (執行を兼務しない取締役)
新家 良一  取締役, 監査委員会委員長 (執行を兼務しない取締役)

SMBC
* SMBCは、指名委員会等設置会社を選択しており、任意委
員会として、リスク委員会、サステナビリティ委員会を備
える

一色 俊宏  取締役, 監査委員会委員 (社内非執行)
後野 義之  取締役, 監査委員会委員 (社内非執行)
山崎 彰三*  取締役, 監査委員会委員 (社外取締役)
門永 宗之助  取締役, 監査委員会委員長 (社外取締役)
新保 克芳*  取締役, 監査委員会委員 (社外取締役)
*山崎氏及び新保氏はそれぞれ2024年8月、2025年2月に逝去。

Mizuho
* みずほは、指名委員会等設置会社を選択しており、任意
委員会として、リスク委員会等を備える

佐藤 良二  取締役, 監査委員会委員長 (社外取締役)
大野 恒太郎  取締役, 監査委員会委員 (社外取締役)
内田 貴和  取締役, 監査委員会委員 (社外取締役)
平間 久顕  取締役, 監査委員会委員 (社内非執行)

監査委員会の委員（取締役）

https://www.mufg.jp/english/profile/governance/committees/index.html
https://www.mufg.jp/profile/overview/management/people/index.html#jump02
https://www.mufg.jp/profile/overview/management/people/index.html#jump03
https://www.mufg.jp/profile/overview/management/people/index.html#jump07
https://www.mufg.jp/profile/overview/management/people/index.html#jump09
https://www.mufg.jp/profile/overview/management/people/index.html#jump10
https://www.smfg.co.jp/company/organization/governance/
https://www.smfg.co.jp/company/organization/governance/
https://www.smfg.co.jp/investor/financial/meeting/2024_pdf/tuuti_202406.pdf
https://www.smfg.co.jp/company/organization/governance/
https://www.smfg.co.jp/investor/financial/meeting/2024_pdf/tuuti_202406.pdf
https://www.smfg.co.jp/company/organization/governance/
https://www.smfg.co.jp/company/organization/governance/
https://www.smfg.co.jp/company/organization/governance/
https://www.mizuho-fg.co.jp/company/governance/governance/structure.html
https://www.mizuho-fg.co.jp/company/info/executives/directors.html#directors_13
https://www.mizuho-fg.co.jp/company/info/executives/directors.html#directors_02
https://www.mizuho-fg.co.jp/company/info/executives/directors.html#directors_34
https://www.mizuho-fg.co.jp/company/info/executives/directors.html#directors_24


リスク管理が機能していない：

融資と引受が脱炭素化に向けた事業戦略と整合していな
い
銀⾏は資⾦提供に伴う⼈権侵害に関する苦情に直⾯して
いる
銀⾏では従業員による貸⾦庫からの窃盗等の不祥事が起
きている

投資家は、監査委員会がリスク管理の取り組みの監視状況を
どのように監査しているか、特にリスク管理策⾃体の⼗分性
や、リスク管理策の実施に関する取締役の監督状況を評価す
るための基準について知る必要がある。

監査委員会による監督の抜け穴：
リスク管理の甘さと透明性の欠如



監督が重要な理由：メガバンクの最近の不祥事でリスク管理の甘さが露呈
ー銀行員による貸金庫からの窃盗ー

MUFGは、半年ごとに第三者による点検を実施したと主張してい
るにもかかわらず、元⾏員による貸⾦庫からの17億円の窃盗を
防げなかった。

同⾏は、補償費⽤や弁護⼠費⽤などの関連費⽤として、数⼗億円
の損失を計上した。

⼀⽅みずほは、2019年に元⾏員が貸⾦庫から6,600万円を盗んだ
ことを2025年2⽉に初めて公表。新規の貸⾦庫サービスを停⽌し
たのは、MUFGの事件が明るみに出た後の2025年1⽉になってか
らであった。

これらの事件は、⽇本のメガバンクの内部統制とリスク管理の⽢
さに関する懸念を提起している。

December 16, 2024

January 16, 2025

December 23, 2024

February 18, 2025

「20 kgの金塊窃盗でMUFGの元行員を逮捕」

「MUFGが貸金庫からの窃盗について謝罪、コンプライアンスの向上を誓う」

「社説：貸金庫からの大規模盗難で揺らぐ日本の 銀行への信頼」

「みずほ銀行、2019年に起きた従業員による貸金庫からの現金の窃盗を公表」



監督が重要な理由：メガバンクはリス
ク管理の実施や方針の遵守を疎かにし
ている

MUFGの⼦会社、ダナモン銀⾏は、泥炭地の劣化と⽕災を理由にインドネ
シア政府から訴えられているアブラヤシ農園会社トゥナス・バル・ランプ
ン（TBLA）に資⾦を提供している。泥炭地を排⽔することにより、⼤規模
な⽕災が繰り返されてきた。また、煙害（ヘイズ）�が公衆衛⽣上の⼤きな
問題となった。

2024年、インドネシア環境林業省は、スマトラ島における⽣態系および経
済的損害を理由に、TBLAの⼦会社に対して総額4,150万⽶ドルの⽀払いを
求める訴訟を起こした。

環境破壊に伴って⽣じる法的罰則やその他のコストは、顧客の融資返済能
⼒に影響を与える可能性がある。

適切なリスク管理が⾏われておらず、メガバンクは評判リスク及び信⽤リ
スクに晒されている。

Concession�of�TBLA’s�subsidiary

https://japan.ran.org/?p=2423
https://japan.ran.org/?p=2423


MUFGとみずほは、⽶国テキサス州リオ・グランデLNGに資⾦提供を⾏っ
ている。ステークホルダーは銀⾏に以下の問題を提起した。

⾚道原則の不遵守:�⾃由意思による、事前の、⼗分な情報に基づく同
意（FPIC）が取得されていない
現地の先住⺠族カリゾ・コメクルド族の聖地をブルドーザーで破壊し
ている
脆弱な⽴場にある地元コミュニティに⾼いリスクを負わせている。例
えば、LNG施設の爆発の危険性、地元の漁業・エコツーリズムなどの
産業の破壊、⼤気汚染や⽔質汚染、がんやその他の健康リスクの増加
など

2024年8⽉、⽶国コロンビア特別区控訴裁判所は、リオ・グランデLNGの
環境影響評価が不⾜していたため、連邦エネルギー規制委員会による同
事業の許可承認を取り消すという判決を下した。

適切なリスク管理が⾏われておらず、メガバンクは評判リスク及び信⽤
リスクに晒されている。

監督が重要な理由：メガバンクはリス
ク管理の実施や方針の遵守を疎かにし
ている

�Rio�Grande�LNG�site�(©��Bekah�Hinojosa�/�SOTXEJN)

https://japan.ran.org/?p=2347
https://www.sierraclub.org/press-releases/2025/03/dc-circuit-rules-against-ferc-approval-lng-and-pipeline-projects-south-texas


監督が重要な理由：メガバンクはパプア
LNG事業に伴う座礁資産リスクに直面

MUFGは2024年12⽉、企業や市⺠社会の⼤きな反対にも関わらず、物議を醸
すパプアLNG�事業のリードアレンジャーを引き受けた。パプアLNGの前⾝で
あるPNG�LNG�に資⾦を提供していたフランスと豪州のすべての主要⾦融機
関を含む13⾏は同事業へのファイナンスを公に拒否している。

同事業は、メガバンク各社が遵守を約束する⾚道原則�をはじめとする国際基
準に違反しているとして問題視されている。LNG供給過剰の市場における採
算性の⽋如、⻑期契約の⽋如、気候公約を果たすための政策や市場の変化、
あるいは前述の国際基準違反による市⺠からの要求など、多くのリスクを抱
えている。

銀⾏が同事業の開発を推し進め、上に述べた多くのリスクが現実になれば、
同事業はメガバンクにとって座礁資産となる可能性がある。そのため監査委
員会はリスク管理策の履⾏を確保する必要がある。

Photo:�350�Japan

https://defundtotalenergies.org/en/papualng-2
https://www.straitstimes.com/world/europe/italys-intesa-sanpaolo-adds-to-list-of-banks-shunning-13b-papua-lng-project
https://fairfinance.jp/bank/casestudies/papua_lng2024/
https://ieefa.org/resources/papua-lng-project-financiers-taking-risk
https://ieefa.org/resources/papua-lng-project-financiers-taking-risk


MUFG SMBC Mizuho

対象事象
  1）洪水
  2）気温上昇

 1）急性リスク：水災
 2）慢性リスク：気温上昇による生産性低下等

 1）急性：風水災、山火事、干ばつ
 2）慢性：気温変化（労働力低下、冷房使用料増加要因等）

対象範囲 

  1）水害の発生が与信先に与えるデフォルト確率の変化を
用いた与信ポートフォリオ全体（与信先の業務停止期間や
保有資産の毀損）
  2）労働生産性低下を通じてマクロ経済に及ぼす影響を推
定することによる、与信ポートフォリオ全体への影響

増加が想定される一般事業法人の与信関係費用（信用コ
スト）

 1）グループの資産の毀損額、担保不動産の毀損に伴う与信
コスト
 2）顧客の事業停滞・労働力低下等での収益減少に伴う与信
コスト

対象期間  2100年まで  2050年まで   2100年まで

結果

  1）累計与信費用1,500億円程度（単年度で19.5億円程度）
  2）単年度最大与信費用300億円程度
  合計：単年度で最大319.5億円程度

 1）累計670～850億円（2023年を基準年とした場合、単
年度で24.8～31.4億円程度）
 2）単年度で最大300億円
 合計：単年度で最大331.4億円
  

 風水災：900億円
 山火事：300億円
 干ばつ：15億円
 気温変化：400億円
 合計：単年度で1,615億円

年間損失率
（参考値）  最大：2.1%  最大：3.4％  23.8%

監督が重要な理由：不十分な物理的リスクの分析は、リスク管理の不備
につながる
メガバンクの中でみずほのシナリオ分析は、対象事象、対象範囲、対象期間の網羅性が最も⾼い。MUFGとSMBCの分析では、気候変動が
事業に及ぼす影響が明らかに過⼩評価されており、そうした影響をより良く理解し、適切なリスク管理策を確⽴するためには、改善が必要
である�(詳細はAnnex�IIを参照)。

https://www.mufg.jp/dam/csr/report/progress/climate2025_ja.pdf
https://www.smfg.co.jp/sustainability/report/pdf/sustainability_report_j_2024.pdf
https://www.mizuho-fg.co.jp/sustainability/report/pdf/climate_nature_browsing_2024.pdf


2024年のメガバンクの監査委員会による「画一的な」情報開示は、
取締役や執行役によるリスク管理の評価に対する根拠を欠く

取締役及び執行役の職務に関する監査委員会の見解

MUFG

「内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、内部統制システムに関する事業報告の記載内容並
びに取締役及び執行役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません」
第19期 定時株主総会 その他の電子提供措置事項 p.88  

SMBC

「内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内
容並びに取締役及び執行役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません」
定時株主総会ご提供書類 第22期 報告書 p.44  

Mizuho

「内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内
容ならびに取締役および執行役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません」
第22期　定時株主総会招集ご通知 p.102 

https://www.mufg.jp/dam/ir/stock/meeting/pdf/note2406_ja.pdf
https://www.smfg.co.jp/investor/financial/meeting/2024_pdf/houkoku_202406.pdf
https://www.mizuho-fg.co.jp/investors/stock/meeting/pdf/callnotice_22.pdf


情報開⽰の⽋如により、リスク管理を含む取締役及び執⾏役の職務遂⾏状況に対して、監査委員会の監督機能が⼗分に働い
ているかどうかが不明である。

監査委員会の情報開示における主な課題

MUFG、SMBC、みずほのいずれも、2024年の監査委員会による開⽰情報において、監督に関する記載に重⼤な⽋落がある�（Annex�Iの詳
細評価を参照）。

監査報告書は透明性を⽋いている。評価結果に対する根拠が提⽰されておらず、リスク管理に関する取締役及び執⾏役の職
務についての説明もない上、取締役や執⾏役に対する評価がどのように⾏われているかも明記されていない。

各リスク委員会と監査委員会の委員の兼務が⾒られるものの、これら委員会の間で⾏われたやり取りの証拠がない。

戦略との整合性あるいは⽅針の遵守に関して、監査委員会が取締役や執⾏役の職務執⾏をどのように評価しているかを開⽰
していないため、評価プロセスが不明確である。



監査委員会が開示すべき情報とは？

取締役や執⾏役の職務遂⾏状況に関する評価の根拠

以下をはじめとする、リスク管理に関する事項を取
締役が適切に監督していることの評価の基準�

気候リスク管理能⼒を含むマテリアルリスクに
ついての取締役の理解（過去の決議で株主が指
摘した内容）
⽅針の策定、遵守∕違反状況についての取締役
による監督
メガバンクの⻑期的コミットメントに対する戦
略の整合性についての取締役による監督





定款の変更は、法律に
則って株主提案を行う
ための唯一の方法であ
る

企業の定款の変更は、⽇本の会社法�に基
づいて⾏われ、2024年においても、⽇本
では株主提案を⾏う際に最も⼀般的に⽤
いられる⼿法である。
�
そのような株主提案の法的効⼒は、バー
クレイズ、BP、ロイヤルダッチシェル、
リオティントなど英国の企業で成⽴した
気候変動に関する「特別決議」と同じで
あり、企業の定款の⼀部として拘束⼒を
持つ。�

しかし、企業はこれ
を受け入れなかった

それにもかかわらず、
一部の投資家は、
その形式を理由に、
勧告的決議の気候関連
株主提案が望ましいと
考えている

そのため、私たちは勧
告的決議案として株主
提案を提出した

したがって、我々は
定款変更議案として
株主提案を提出した

https://www.clientearth.org/media/za2htevt/shareholder-proposal-on-climate-in-japan.pdf
https://www.japaneselawtranslation.go.jp/en/laws/view/3206
https://www.whitecase.com/insight-alert/japan-2024-proxy-season


2016年�‒�現在
マーケット・フォース、気候ネッ
トワーク、RAN（共同提案者）
が、MUFG、SMBC、みずほに対
して、化⽯燃料事業・企業へのフ
ァイナンスとそれに関連する気候
変動リスク管理（顧客企業の移⾏
及びガバナンスを含む）に関する
エンゲージメントを実施

これまでのエンゲージメント

2023年株主総会
MUFG、SMBC、みずほに
提出された、排出ネット
ゼロ⽬標に沿った移⾏計
画の開⽰に関する提案が
強い⽀持を得る

2024年9⽉�‒�10⽉
2024年の株主提案が⽇本のメガバンクに与え
る影響について、⽅針の改善、⽬標設定、顧客
エンゲージメント及びガバナンスの向上を通じ
た気候関連リスク管理の強化を中⼼に議論を実
施。マーケット・フォースが、MUFG及び
SMBCに対して進展が求められる領域を提⽰

2025年1⽉�‒�3⽉
共同提案者がMUFG、SMBC、みずほに対し、
株主総会にて勧告的決議案を提出する可能性を
提案。
勧告的決議の提案は、3⾏すべてにおいて却下
されている。

2020年�‒�2022年
みずほ（2020年）、MUFG
（2021年）、SMBC（2022
年）にそれぞれ提出された
パリ協定に整合する経営戦
略の開⽰に関する提案が強
い⽀持を得る

2024年株主総会
取締役の指名及び取締役会の実効
性評価に関する⽅針及び⼿続の開
⽰、ならびに顧客企業の移⾏計画
に対する評価の開⽰に関する提案
が強い⽀持を得る

2024年12⽉
SMBCの「Transition�Finance
Scorebook�2024」への対応とし
て、移⾏及び移⾏ファイナンスの
信頼性についてSMBCと議論及び
意⾒交換を実施

2025年3⽉�‒�4⽉
気候関連の⽬的と⽬標達成に向けた
進捗状況を振り返り、確認するた
め、みずほ及びSMBCと継続的に議
論を実施。MUFGは4⽉4⽇、「気候変
動レポート2025」を発⾏。



連絡先

渡辺瑛莉
ジャパン・エネルギー・ファイナンス・キャンペーナー

eri.watanabe@marketforces.org.au

布川健太郎
ジャパン・エネルギー・キャンペーナー

kentaro.nunokawa@marketforces.org.au

����ご意⾒をお聞かせください

https://form.jotform.com/Market_Forces/feedback-investor-brief-megabanks


銀行の戦略 銀行の方針 リスク管理体制

MUFG

監査報告書には、戦略と関連付けてどのようなリスク管理策
が実施されているか明記されていない
第19期 定時株主総会 その他の電子提供措置事項 p.88 及び監
査委員会監査報告に係る補足説明

内部信用格付に関する独立監査人の見解としては次のように
明記されているにもかかわらず、取締役及び執行役に関して
監査委員会による評価は実施されていない：「このような特
定の取引先の将来の業績回復見込や事業の継続可能性は、各
国の経済・物価情勢と金融政策、地政学的な状況の変化等、
取引先企業内外の経営環境の変化による影響を受けるため、
見積りの不確実性や経営者による主観的な判断の程度が高
い」
第19期 定時株主総会 その他の電子提供措置事項 p.80   

MUFGは、方針策定のためにリスク委員会およびリスク管理
委員会を設置しているが、この委員会が監査委員会とどのよ
うに連携されているかは明示されていない。さらに、リスク
管理委員会は原則年2回しか開催されていない。
第19期 定時株主総会 その他の電子提供措置事項 p.16

SMBC

監査報告書には、戦略と関連付けてどのようなリスク管理策
が実施されているか明記されていない
定時株主総会ご提供書類 第22期 報告書 p.44   
  

監査委員会が社内のリスク管理策が機能しているとした根拠
が明記されていない
定時株主総会ご提供書類 第22期 報告書 p.44  
  

取締役会が設置したリスク委員会と監査委員会がどのように
連携しているか不明（リスク委員会は4回開催され、執行役
の職務の執行に関する規程を定めることが決議された）
交付書面への記載を省略した事項 p.6, 7 
  

Mizuho

取締役は物理的リスクと移行リスクについて認識しているに
も関わらず、監査報告書には戦略と関連付けてどのようなリ
スク管理策が実施されているか明記されていない「ここ数年
移行リスクが注目されてきたが、近時の異常気象を踏まえ改
めて物理的リスクにも留意すべき」
第22期　定時株主総会招集ご通知 p.40

信頼性ある移行計画について課題があることを認識している
にも関わらず、監査委員会が社内のリスク管理策が機能して
いるとした根拠が明記されていない
「エンゲージメントの効果がなく、脱炭素に向けた取り組み
が進展しない場合の与信方針については、リスク管理の観点
からしっかり議論していく必要」
第22期　定時株主総会招集ご通知 p.40及びp.102

取締役会は、リスク委員会を含む体制に関する提言を行って
いるが、リスク委員会がどのように監査委員会と連携を図っ
ているのか明らかではない
第22期　定時株主総会招集ご通知 p.102及びp.39
  

Annex I: 2024年のメガバンクの監査委員会による開示は、取締役及び
執行役によるリスク管理の評価に対する根拠を欠く

https://www.mufg.jp/dam/ir/stock/meeting/pdf/note2406_ja.pdf
https://www.mufg.jp/dam/ir/stock/meeting/pdf/auditreport2406_ja.pdf
https://www.mufg.jp/dam/ir/stock/meeting/pdf/auditreport2406_ja.pdf
https://www.mufg.jp/dam/ir/stock/meeting/pdf/note2406_ja.pdf
https://www.mufg.jp/dam/ir/stock/meeting/pdf/note2406_ja.pdf
https://www.smfg.co.jp/investor/financial/meeting/2024_pdf/houkoku_202406.pdf
https://www.smfg.co.jp/investor/financial/meeting/2024_pdf/houkoku_202406.pdf
https://www.smfg.co.jp/investor/financial/meeting/2024_pdf/kouhu_202406.pdf
https://www.mizuho-fg.co.jp/investors/stock/meeting/pdf/callnotice_22.pdf
https://www.mizuho-fg.co.jp/investors/stock/meeting/pdf/callnotice_22.pdf
https://www.mizuho-fg.co.jp/investors/stock/meeting/pdf/callnotice_22.pdf


Annex II: メガバンクによる物理的リスクのシナリオ分析

MUFG SMBC Mizuho

対象事象

  1）洪水
  2）気温上昇

  1）急性リスク：水災
  2）慢性リスク：気温上昇による生産性低下等

  1）急性：風水災、山火事、干ばつ
  2）慢性：気温変化（労働力低下、冷房使用量増加要因
等）

  使用シナリオ
  

  IPCC　SSP1-2.6（2℃シナリオ）/SSP5-8.5（4℃シナリ
オ）

  1）IPCC/RCP 2.6 / SSP 1-2.6 (2℃シナリオ) / IPCC/RCP 8.5
/ SSP 5-8.5 (4℃シナリオ)
  2）NGFS / Current Policies (3℃シナリオ)  

  NGFS Net Zero 2050とCurrent Policies

  対象範囲
  

  1）水害の発生が与信先に与えるデフォルト確率の変化
を用いた与信ポートフォリオ全体（与信先の業務停止期
間や保有資産の毀損）
  2）労働生産性低下を通じてマクロ経済に及ぼす影響を
推定することによる、与信ポートフォリオ全体への影響

増加が想定される一般事業法人の与信関係費用（信用コ
スト）

  1）グループの資産の毀損額、担保不動産の毀損に伴う
与信コスト
  2）顧客の事業停滞・労働力低下等での収益減少に伴う
与信コスト

  地域   記載なし   世界全体   日本・国外

  対象期間    2024年3月末を基準とし、2100年まで   2050年まで   2100年まで

  結果
  

  1）累計与信費用1,500億円程度（*単年度で19.5億円程
度）
  2）単年度最大与信費用300億円程度
  合計：単年度で最大319.5億円程度

*累計を基準年から2100年までの年数で除した参考値

  1）累計670～850億円（*2023年を基準年とした場合、
単年度で24.8～31.4億円程度）
  2）単年度で最大300億円
  合計：単年度で最大331.4億円

*累計を基準年から2050年までの年数で除した参考値

  風水災：900億円
  山火事：300億円
  干ばつ：15億円
  気温変化：400億円
  合計：単年度で1,615億円

  年間損失率
（参考値）

  

  最大：2.1%
  親会社株主に帰属する2023年度純利益（1兆4,907億円）
比  
出典：MUFG業績推移 

  最大：3.4％
  親会社株主に帰属する2023年度純利益（9,629億円）比
  出典：SMFG業績・財務ハイライト

  23.8%
  親会社株主に帰属する2023年度純利益（6,789億円）比
  出典：みずほ業績推移

https://www.mufg.jp/dam/csr/report/progress/climate2025_ja.pdf
https://www.smfg.co.jp/sustainability/report/pdf/sustainability_report_j_2024.pdf
https://www.mizuho-fg.co.jp/sustainability/report/pdf/climate_nature_browsing_2024.pdf
https://www.mufg.jp/ir/key_figures/index.html?link_id=ir_contents_key_figures
https://www.mufg.jp/ir/key_figures/index.html?link_id=ir_contents_key_figures
https://www.smfg.co.jp/investor/highlight/index.html
https://www.mizuho-fg.co.jp/investors/financial/performance_trend.html


Annex III: 日本の法律は、監査委員会にリスク管理を含む取締役及び
執行役の職務執行の監査責務を与えている

会社法
第四百四条�2:�監査委員会は、次に掲げる職務を⾏う。
①執⾏役等（執⾏役及び取締役をいい、会計参与設置会社にあっては、執⾏役、取締役及び会計参与をいう。以下この節において同じ。）
の職務の執⾏の監査及び監査報告の作成。...

コーポレートガバナンス・コード
原則４−４．監査役及び監査役会の役割・責務
監査役及び監査役会は、取締役の職務の執⾏の監査、監査役・外部会計監査⼈の�選解任や監査報酬に係る権限の⾏使などの役割・責務を
果たすに当たって、株主に対する受託者責任を踏まえ、独⽴した客観的な⽴場において適切な判断を⾏うべき�である。…

https://www.japaneselawtranslation.go.jp/ja/laws/view/3206#je_pt2ch4sc7at1
https://www.jpx.co.jp/equities/listing/cg/tvdivq0000008jdy-att/nlsgeu000005lnul.pdf

